
長崎県老人福祉関係社会福祉施設整備費補助金等実施要綱  

 

（趣旨）  

第１条  県は、老人福祉の向上を図るため、予算の定めるところにより、老人福祉施

設等の施設整備（中核市の区域内において整備するものを除く。）を行う市町（中核

市を除く。以下同じ。）若しくは社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 31 条第１

項の規定により設立された社会福祉法人（以下「社会福祉法人」という。）に対し、

老人福祉関係社会福祉施設等施設整備費補助金（以下「整備費補助金」という。）を

交付するものとし、その交付については、長崎県補助金等交付規則（昭和 40 年長崎

県規則第 16 号。以下「規則」という。）、長崎県福祉保健部関係補助金等交付要綱及

びこの要綱の定めるところによる。  

 

（補助の対象事業等）  

第２条  整備費補助金の交付の対象となる事業は、別表第１に掲げる老人福祉施設等

の施設整備とする。  

２   整備費補助金は、次の各号に掲げる費用については、補助の対象としないもの

とする。  

（１）土地の買収及び整地に要する費用  

（２）既存建物の買収（既存建物を買収することが建物を新築することより効率的で

あると認められる場合における当該建物の買収を除く。）に要する費用  

（３）職員の宿舎、車庫又は倉庫の建設に要する費用  

（４）その他施設等整備事業として適当と認められない費用  

 

（補助の額）  

第３条  整備費補助金の額は、別表第１の１の欄に定める施設ごとに、次の各号によ

り算出するものとする。  

（１）次の（ア）及び（イ）の方法により算出された額を比較していずれか少ない方

の額  

  （ア）別表第２の４の欄の規定により算出した対象経費の実支出額と、総事業費

から寄付金その他の収入額（社会福祉法人の場合にあっては、寄付金収入額の

みを除く。）を控除した額とを比較して少ない方の額  

  （イ）別表第２の３により算出した基準額  

 

（申請書に添付すべき書類）  

第４条  規則第４条の規定により添付すべき書類は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）申請額内訳（様式第１号）  

（２）事業計画書（様式第２号）  

（３）誓約書（様式第２の２号）  

（４）補助金の対象となる事業（以下「補助事業」という。）に係る収支予算書又はこ



れに代わる書類  

２  規則第４条の知事が定める申請書を提出することができる時期は、年度ごとに定

める期日まで  

とする。  

３  補助金の申請をしようとする者は、その申請時に当該補助金に係る仕入れに係る

消費税相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、

消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除

できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地

方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た額をいう。以下同

じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければ

ならない。ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額

が明らかでない場合については、この限りではない。  

 

（補助の条件）  

第５条  規則第６条第１項の規定による条件は、次の各号に掲げるとおりとする。  

（１）補助事業に係る契約手続き等については、知事が別に定めるところにより行わ

なければならないこと。  

（２）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後に

おいても、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を

図らなければならないこと。  

（３）補助事業を行うにあたり、次のアからウに掲げる者と契約を締結しないこと。  

ア  暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）  

イ  暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）  

ウ  暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者その他知事が認めるもの  

 

（状況報告等）  

第６条  規則第 11 条第１項の規定による報告は、次の各号に定めるところによるもの

とする。  

（１）補助事業に係る工事に着手したときは、着手した日から７日以内に工事着手報

告書（様式第３号）  

   を提出すること。  

（２）12 月末日現在における工事の状況について、翌年１月 10 日までに工事進捗状

況報告書（様式第４号）を提出すること。  

（３）補助事業に係る工事が完了したときは、完了の日から７日以内に竣工届（様式

第５号）を提出する  

   こと。  

 

 



（軽微な変更）  

第７条  規則第 11 条第２項第１号の規定により知事が定める軽微な変更は、次の各号

に掲げる以外の変更とする。  

（１）建物の規模又は構造の変更（施設の機能を著しく変更しない程度の軽微な変更

を除く。）  

（２）建物の用途の変更  

（３）入所定員又は利用定員の変更  

   

（実績報告）  

第８条  規則第 13 条第１項の規定による実績報告書の提出期限は、事業の完了した日

から起算して 30日を経過した日又は当該事業の完了日の属する年度の翌年度の４月

５日のいずれか早い日とする。  

   ただし、同項後段の規定により提出する場合にあっては、翌年度の４月 10 日と

する。  

２  規則第 13 条第１項前段の規定による実績報告書に添付する書類は、次の各号に掲

げるとおりとする。  

（１）精算額内訳（様式第６号）  

（２）事業実績報告書（様式第７号）  

（３）歳入歳出決算見込書抄本  

３  規則第 13 条第１項後段の規定による実績報告書に添付する書類は、年度実績報告

書（様式第８号）とする。  

４  第４条第３項ただし書きの規定により交付の申請をした者は、第１項の実績報告書

を提出した後において、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかに

なった場合には、これを補助金から減額して報告しなければならない。  

５  第４条第３項ただし書の規定により交付の申請をした者は、第１項の実績報告書

を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る仕入れ

に係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額した場

合については、その金額が減じた分を上回る部分の金額）を消費税仕入控除税額報告

書（様式第９号）により速やかに知事に報告しなければならない。この場合において、

知事は、当該金額の返還を請求するものとする。  

 

（整備費補助金の交付）  

第９条  整備費補助金は、概算払の方法により交付できるものとする。  

 

（財産の処分の制限）  

第 10 条  規則第 20 条ただし書きに規定する別に定める期間については、補助事業等

により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間（平成 20 年７月 11 日厚生

労働省告示第 384 号）中別表に定められた期間とする。  

 



（書類の提出部数）  

第 11条  規則及びこの要綱の規定により知事に提出する書類の部数は、１部とする。  

 

（その他）  

第 12 条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、知事が別に定める。  

 

（附則）  

この要綱は、平成 19 年度予算から適用する。  

この要綱は、平成 20 年度予算から適用する。  

この要綱は、平成 22 年度予算から適用する。  

この要綱は、平成 25 年度予算から適用する。  

この要綱は、平成 26 年度予算から適用する。  

この要綱は、平成 28 年度予算から適用する。  

この要綱は、平成 29 年度予算から適用する。  

この要綱は、令和４年度予算から適用する。  


